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第１章総則 

 

（目的） 

この電力需給約款（以下「約款」という）は、電力小売電気事業者であるグローバルソリ

ューションサービス株式会社（以下「当社」という）が電力需要者の需要に応じて電力を

供給する場合における供給条件を定めるものである。 

 

（約款の適用） 

当社が、電力需要者へ電力の供給を行うときの権利義務およびその他の供給条件は、約款

及び当社が電力需要者に対して発行する電力供給に関する申込み請書（以下「請書」とい

う）による。また、法改正等により本約款の規定の一部が無効となってもその他の条文に

は影響を及ぼさないものとする。なお、この約款及び請書に定めのない事項については、

関連法令、託送供給約款および北海道電力株式会社、東北電力株式会社、東京電力エナジ

ーパートナー株式会社、中部電力株式会社、北陸電力株式会社、関西電力株式会社、中国

電力株式会社、四国電力株式会社、九州電力株式会社および、沖縄電力株式会社（事業の

譲渡、合併または会社分割等によって電力需要者に対する小売供給に係る事業を継承した

会社を含む）（以下、「旧一般電気事業者」という）が定めた電気需給約款またはこれに

準拠した約款（以上、総称して「電気需給約款」という）に従うものとする。 

 

（定義） 

この約款及び請書で使用される用語を以下のとおり定義する。 

１．「電力需要者」とは、当社と個別の電力需給契約を締結した者をいう。 

２．「請書」とは、個別の電力需給条件を定めた書面を意味する。 

３．「託送供給約款」とは、電力需要者の需要場所を管轄する旧一般電気事業者が、契約

締結時に実施している託送供給約款を意味する。なお、旧一般電気事業者が契約期間

中に託送供給約款を改定し、これを実施した場合には、改定された託送供給約款に準

拠するものとする。 

４．「低圧」とは、標準電圧１００ボルト又は２００ボルトを意味する。 

５．「電灯」とは、LED、白熱電球、蛍光灯、ネオン管灯、水銀灯等の照明用電気機器

（付属装置を含みます。）を意味する。 

６．「小型機器」とは、主として住宅、店舗、事務所などにおいて単相で使用される、電

灯以外の低圧の電気機器を意味する。ただし、急激な電圧の変動等により他の電力需

要者の電灯の使用を妨害し、又は妨害するおそれがあり、電灯と併用できないものは

除くとする。 

７．「動力」とは、電灯及び小型機器以外の電子機器のことをいう。 

８．「負荷設備」とは、電力需要者が使用できる負荷設備のことをいう。 
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９．「契約主開閉器」とは、契約上設定される遮断器であって、定格電流を上回る電流に

対して電路を遮断し、電力需要者において使用する最大電流を制限するものをいう。 

１０．「契約電流」とは、契約上仕様できる最大電流（アンペア）をいい、交流単相２線

式標準電圧１００ボルトに換算した値とする。 

１１．「契約容量」とは、契約上使用できる最大容量（キロボルトアンペア）を意味す

る。 

１２．「契約電力」とは、当社と電力需給契約を締結した電力需要者が、当社より供給を

受けることが可能な最大電力として請書に記載される電力（ｋＷ）を意味する。 

１３．「契約電力量」とは、契約電力による３０分単位の電力量をいい、契約電力を２で

除した数値と同一とする。 

１４．「供給開始日」とは、契約履行のため、当社が旧一般電気事業者と締結した託送供

給約款における接続供給開始日を意味する。 

１５．「使用電力量」とは、電力需要者が当社から受給して使用した電力量であって、需

要場所に旧一般電気事業者が設置する計量器を介して当社が確認した電力量を意味す

る。 

１６．「基本料金単価」とは、請書記載の基本料金単価を意味するものとする。 

１７．「従量料金単価」とは、請書記載の従量料金単価を意味するものとする。 

１８．「電力量料金」とは、従量料金単価に旧一般電気事業者が設定した燃料費調整単価

を基本に算出した当社の定める燃料費調整単価を加算または減算をして計算されるも

のを意味する。 

１９．「給電指令」とは、旧一般電気事業者が託送供給約款に基づいて実施する電力需要

者の電力使用に関する指示(制限、一部中止及び全部中止)を意味する。 

２０．「消費税相当額」とは、消費税法の規定による消費税及び地方税の規定による地方

消費税の両方に相当する金額を意味する。 

２１．「夏季」とは、毎年７月１日から、９月３０日までとする。 

２２．「その他季」とは、毎年１０月１日から翌年６月３０日までとする。 

 

（単位及び端数処理） 

この約款及び請書において、料金その他を計算する場合における単位及び端数処理の方法

については、以下のとおりとする。 

１．契約容量の単位は、１キロボルトアンペア（ｋⅤＡ）とし、その端数は小数点以下第

１位で四捨五入するものとする。 

２．電力の単位は、１キロワット（ｋＷ）とし、その端数は少数点以下第１位で四捨五入

するものとする。 

３．電力量の単位は、１キロワット時（ｋＷｈ）とし、その端数は少数点以下第１位で四

捨五入するものとする。 
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４．料金その他の計算における合計金額の単位は、１円とし、その端数は切り捨てるもの

とする。 

 

 

第２章契約の成立及び契約期間 

 

（需給契約の成立） 

当社と電力需要者との間の電力需給契約は、当社が提示した契約条件を承諾したうえで電

力需要者からの電力供給の申込がなされ、かつその申込みを当社が承諾したときに成立す

る。 

 

（電力需給契約書の作成） 

当社は電気の供給に関する必要な事項について、特別な事情がある場合を除き、電力需給

契約書を作成しないものとし、電力需要者はこれに承諾するものとする。 

 

（電力需給契約期間） 

１. 当社と電力需要者の間の電力需給契約は、請書に定める供給開始日より１年をもって 

契約期間を満了するものとする。但し、契約期間満了の１ヶ月前までに、電力需要者

または当社の一方から相手方に対する書面による意思表示がなされない場合には、契

約期間は自動的に１年ごとに延長されるものとする。 

２. 需給契約の終了または解約等、いかなる場合においても当社は、電力需要者に対し電

力需要者が需給契約前に締結していた電気事業者との電力需給契約等の内容について

保証する義務は負わない。 

 

 

第３章供給電力 

 

（需要場所） 

当社が電力需要者に供給する電力の需要場所については請書に記載されるものとする。 

 

（需給地点） 

当社が電力需要者に供給する電力の需要地点については、請書に記載されるものとする。 
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第４章料金 

 

（料金） 

電力需要者は、供給開始日以降、基本料金及び電力量料金の合計額を当社に対して支払う

ものとする。契約単価は請書に定める単価とし、料金は以下ならびに請書に基づき算定し

た金額とする。 

１．基本料金 

１月当たりの基本料金は、次の算定式により求められる金額とし、供給開始日以降に

適用するものとする。但し、電力需要者が全く電力を使用しない月の基本料金は半額

とする。 

（算定式）基本料金単価×契約電力 

２. 電力量料金 

電力量料金は、次の算定式により求めるものとする。 

（算定式）使用電力量（ｋＷｈ）×従量料金単価（円／ｋＷｈ） 

なお、従量料金単価の適用期間、適用時間及び適用日の定義は第３条第２１項から第

２２項のとおりとする。 

 

（料金の算定期間） 

１. 料金の算定期間は、前月の検針日から当月の検針日の前日までの期間（以下「検針期

間」という。）とする。ただし、電気の供給を開始し、又は電力需給契約が終了し

た場合の料金の算定期間は、開始日から直後の検針日の前日までの期間又は直前の

検針日から終了日の前日までの期間とする。 

 

（料金の支払義務ならびに支払期日日及び支払期限） 

１. 電力需要者の料金の支払い義務が発生する日は、検針日以降で当社にて請求が可能と

なった日とする。ただし、計量器の故障等によって使用電力量を正しく計量できず料

金の算定期間の使用電力量を電力需要者と当社の協議にて決定した場合は、料金の算

定期間の使用電力量が協議によって定められた日以降で当社にて請求が可能となった

日とする。また、電力需給契約が終了した場合は、終了日とする。 

２. 電力需要者へのご請求は、当社にて請求が可能となった日もしくはその日以降すみや

かに行うこととする。 

３. 当社は、料金その他の請求額を、当社が設置したWEBサイト（請求額に係る電子デー

タ等を蓄積し電力需要者の閲覧に供するためのインターネットサイト）に登録した電

子データにより電力需要者の閲覧に供することとする。このとき、当社はWEBサイト

に請求額に係る電子データを登録したことをもって、電力需要者へのご請求は行った

ものとする。 
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４. 支払い期日は請求を行った月の翌月末日とする。ただし、請求を行った月の翌月末日

が日曜日又は銀行法第１５条第１項に規定する政令で定める日（以下「休日」とい

う。）に該当する場合には、その前営業日に料金を支払っていただくこととする。な

お、料金の支払方法が口座振替の場合、口座振替日に準ずる。 

５. 当社は、電力需要者の支払額に過誤があることが判明した場合、その支払い過剰額又

は過少額を遅滞なく電力需要者にお知らせし、当社はお知らせした翌月の請求におい

てこれを精算させて頂くこととする。 

 

（料金の改定） 

１．基本料金単価 

（１）旧一般電気事業者が、電気需給約款の変更等により、基本料金単価を改定すること

を公表した場合、当社は、電力需要者に対し基本料金単価の改定のための協議を申し

入れることができる。かかる申し入れがなされた場合、電力需要者は誠実に協議を行

うものとする。 

（２）前号の規定にかかわらず、当社による電力供給の開始後一年が経過しようとする時

または、一年が経過した場合、当社は、電力需要者に基本料金単価改定の協議を申し

入れることができる。かかる申し入れがなされた場合、電力需要者は誠実に協議を行

うものとする。 

（３）上記の協議において、基本料金単価の改定に関する合意が得られなかった場合に

は、当社は電力需給契約を解除することができる。 

２．従量料金単価 

（１） 旧一般電気事業者が、電気需給約款の変更等により、従量料金単価を改定した場合

（旧一般電気事業者が燃料費調整分を従量料金単価に反映させる改定をしたことによ

り、一時的に燃料費調整が行われなくなる場合を含む）、当社は、電力需要者に対し従

量料金単価の改定のための協議を申し入れることができる。かかる申し入れがなされ

た場合、電力需要者は誠実に協議を行うものとする。 

（２） 上記の協議において、従量料金単価の改定に関する合意が得られなかった場合に

は、当社は電力需給契約を解除することができる。 

（３） 前号における旧一般電気事業者の料金改定期日とは、改定された電気需給約款の

実施日とする。 

（４） 旧一般電気事業者が従量料金単価を改定することを公表した場合には、当社は、電

力需要者に対し、速やかにその旨及び改定後の従量料金単価を通知する。 

３．燃料費調整単価 

当社の燃料費調整単価については、旧一般電気事業者が設定、もしくは改定した燃料 

調整単価に、当社における当該管区の旧一般電力事業者からの前月の全受給電力が、当

社の前月の全供給電力に占める割合を乗じたものとする。 
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（事情変更） 

１．電力需要者及び当社は、電力需給契約の締結後、経済情勢の変動、天変地変、法令の

制定又は改廃その他想定された電力使用状況からの著しい変化により、請書に定める

条件が不適当となったと認められる場合には、協議して本約款内容の変更、又は請書

に記載の契約条件の全部または一部を変更する、または旧一般電気事業者もしくは他

の電力小売電気事業者への切り替えを前提として電力需給契約を解除することができ

る。 

２．前項の場合において、約款及び請書に定める条項・条件を変更する必要があるとき

は、電力需要者及び当社は協議して書面により定めるものとする。 

 

 

第５章使用及び供給 

 

（電力需要者の電力受給権） 

電力需要者は、供給開始日以降、契約電力の範囲内で、当社から電力を受給し、需要場所

で使用することができる。 

 

（当社の電力供給義務） 

当社は、供給開始日以降、契約電力の範囲内で、電力需要者が需給場所にて使用する電力

を需要地点で電力需要者に供給する義務を負う。 

 

（電力の託送供給のための手続） 

電力需要者は、需要場所を管轄とする旧一般電気事業者の託送供給約款の規定に従い、旧

一般電気事業者指定の承諾書等の必要書類を提出し、必要に応じて、旧一般電気事業者と

の間で給電申合わせ書等を締結するものとする。 

 

（調整装置または保護装置の設置を要する場合） 

電力需要者は、次に規定する原因により第三者の電力の使用を妨害し、もしくは妨害する

恐れがある場合、または旧一般電気事業者もしくは他の電気事業者の電気工作物に支障を

及ぼし、または支障を及ぼす恐れがあるときは、電力需要者の費用負担で必要な調整装置

又は保護装置を電力需要者の需要場所に設置するものとする。特に必要があると旧一般電

気事業者が認定し、旧一般電気事業者が供給施設の新設又は変更する場合、電力需要者は

当該費用を負担するものとする。 

１．負荷の特性によって各相間の負荷が著しく平衡を欠く場合 

２．負荷の特性によって電圧又は周波数が著しく変動する場合 
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３．負荷の特性によって波形に著しいひずみを生じる場合 

４．著しい高周波又は高調波を発生する場合 

５．その他、上記各号に準ずる場合 

 

 

 

第６章保安、工事、工事費の負担 

 

（受電に必要な設備の工事） 

当社と電力需要者が、当社より電力の受電を開始するために必要となる設備の設置及び工

事については、当社の費用負担により、当社が行うものとする。 

 

（立入検査受忍義務） 

当社は以下の業務を実施するため、電力需要者の承諾を得て、当社の作業員を電力需要者

の土地もしくは建物に立ち入らせ、または、旧一般電気事業者もしくは旧一般電気事業者

の指定する第三者をして電力需要者の土地もしくは建物に立入らせることができる。電力

需要者は、当社からかかる立入要請を受ける場合、正当な理由がない限り、当該承諾を拒

むことはできない。 

１．需要場所内に当社または旧一般電気事業者が設置する電気工作物の設計、施工、改修

または検査 

２．電力需要者による不正な電力の使用の防止等に必要な電気工作物等の設置物の確認も

しくは検査または電力使用用途の確認 

３．計量値の確認 

４．第２１条（電力供給の停止）及び第２２条（電力供給の中止等）第１項に必要な措置 

５．その他、電力需給契約の成立、変更もしくは終了等に必要な業務または当社もしくは

旧一般電気事業者の電気工作物の保安の確認に必要な業務 

 

（電力供給の停止） 

１．電力需要者が次のいずれかに該当する場合、当社は電力需要者への電力の供給を停止

することができる。 

（１）電力需要者の責めに帰すべき事由により生じた保安上の危険のため、緊急を要する

場合 

（２）需要場所内の旧一般電気事業者の電気工作物を故意に損傷し、または亡失して、旧

一般電気事業者に重大な損害を与えた場合 

（３）電力需要者が、当社の書面による事前承諾なくして、旧一般電気事業者の電線路ま

たは引き込み線と電力需要者の電気設備との接続を行った場合 
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（４）その他、本約款及び託送供給約款上の電力需要者の義務に違反した場合 

２．電力需要者が、次のいずれかに該当し、当社が電力需要者に対してその旨を停止の５

日前までに警告しても改めない場合には、当社は電力需要者への電力供給を停止する

ことができる。 

（１）電力需要者の責めに帰すべき理由により保安上の危険が生じている場合 

（２）電力需要者が電気工作物の改変等によって不正に旧一般電気事業者の供給設備また

は電気を使用した場合 

（３）電力需要者が託送供給約款に定められている需要者としての要件を欠くに至った場

合 

（４）電力需要者が支払期日を経過しても電力料金を支払わない場合 

３．本条に基づき、当社が電力需要者に対して電力の供給を停止した場合で、電力需要者

がその理由となった事由を解消し、かつ、その事実に伴い当社に対して支払いを要す

ることになった債務を支払ったときには、当社は、旧一般電気事業者との協議が整い

次第、電力需要者に対して電力の供給を再開するものとする。 

 

（電力供給の中止等） 

当社は次のいずれかに該当し、旧一般電気事業者から給電指令を受ける場合には、電力需

要者への電力の供給を中止し、又は電力需要者の電力の使用を制限し、もしくは中止する

ことができる。 

１．電力の需給上止むを得ない場合 

２．電力需要者または旧一般電気事業者が維持、運営する供給設備に故障が生じ、または

故障を生ずる恐れがある場合 

３．電力需要者または旧一般電気事業者が維持、運営する供給設備の点検、修繕、変更そ

の他の工事止むを得ない場合 

４．非常天災の場合 

５．その他保安上の必要がある場合 

 

（免責） 

１．この約款の規定により、電力需要者が当社からの電力の供給を停止もしくは中止さ

れ、又は電力の使用を制限もしくは中止された場合で、それが当社の責めによらない

場合（旧一般電気事業者の責めに帰す場合も含む）、当社は電力需要者の受けた損害

に対して賠償の責めを負わないものとする。 

２．当社が電力需要者に対する電力の供給を停止もしくは中止し、又は電力の使用を制限

もしくは中止した場合で、それが当社の責めによる場合、当社は第１０条１項記載の

基本料金の１ヶ月分を上限として電力需要者に対する賠償責任に任じるものとする。 

３．前２項の規定に拘わらず、電力需要者は当社を間接損害もしくは得べかりし利益等に
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ついて免責とするものとする。 

 

（違約金補償） 

電力需要者が電気工作物の改変等によって不正に旧一般電気事業者の供給設備または電気

を使用し、これにより当社が旧一般電気事業者から違約金の支払いを請求された場合に

は、電力需要者は当該請求金額相当額を当社に支払うものとする。本条に定める電力需要

者の支払義務は、電力需給契約の終了後も存続するものとする。 

 

（設備の賠償） 

電力需要者が故意又は過失によって、需要場所内の旧一般電気事業者の電気工作物、電気

機器その他の設備を損傷し、または亡失した場合は、その設備について当社が旧一般電気

事業者から請求を受けた次の金額の相当額を電力需要者は当社に賠償するものとする。 

１．修理可能の場合：修理費 

２．亡失または修理不可能の場合：帳簿価額と取替工費との合計額 

 

（供給設備の工事費負担） 

１．電力需要者の供給設備の工事について、当社が、旧一般電気事業者から当該工事費の

負担を求められる場合、電力需要者は、当社からの請求に基づき当該工事費を負担す

るものとする。 

２．工事費負担金額については、旧一般電気事業者の託送供給約款の「工事費の負担」項

目の「供給地点への供給設備の工事費負担金」に記載される内容に準ずるものとす

る。 

 

（料金及び工事費の精算） 

１．電力需要者が契約電力を新たに設定し、または増加した後１年に満たないでこれを減

少させる場合、その期間の基本料金、電力量料金について、遡って減少契約分につい

て、該当料金の２０パーセントを割増したものを適用し、当該割増額を電力需要者は

当社に支払うものとする。なお、この場合には、それぞれの使用電力量は契約電力の

減少分残余分の比で按分したものとする。 

２．電力需要者が契約電力を新たに設定した後１年に満たないで解約する場合、その期間

の基本料金、電力量料金について、遡って該当料金の２０パーセントを割増したもの

を適用し、当該割増額を電力需要者は当社に支払うものとする。 

３．電力需要者が契約電力を増加した後１年に満たないで解約する場合、それまでの期間

の基本料金、電力量料金について、遡って増加契約電力分について、該当料金の２０

パーセントを割増したものを適用し、当該割増額を電力需要者は当社に支払うものと

する。 
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４．なお、次に該当する部分については、精算しないものとする。 

（１）電力需要者が電力需給契約の消滅または変更の日からさかのぼって他事業者を含め

１年以上継続されている部分（臨時接続送電サービスを除く） 

（２）電力需要者が電力需給契約の消滅または変更の日以降引き続き受電側接続設備又は

供給側接続設備を利用され、その結果、他事業者を含め１年以上継続して使用される

こととなった部分（臨時接続送電サービスを除く） 

 

 

第７章契約の終了 

 

（契約期間の満了） 

電力需要者と当社との間の電力需給契約は、契約期間の満了により終了する。 

 

（中途解約） 

１．供給開始から１年経過後の解約については、希望解約日の１ヶ月前までに、電力需給

契約の相手方に対し、書面による意思表示を行うことによりできるものとする。 

２．供給開始日より１年未満の解約については、電力需要者は当社に対し以下の算定式に

より算出される金額に加え、当社が電力需給契約の履行及び解約の為に要した設備費

用及び工事費用等の実費を電力需要者が当社に支払うことにより、電力需給契約を解

約することができる。 

〔契約電力×１月当たりの基本料金×契約期間の残余期間〕＋〔供給開始日より解約通知

日までの１日当たり平均電力使用量×従量料金の夏季料金×契約期間の残余日数〕 

 

（当社の義務違反等による電力需要者の契約解除権） 

１．当社が、次の各号の一つにでも該当したときは、電力需要者は、催告を要せず通知に

より電力需給契約を解除できるものとする。 

（１）取引に伴う代金の支払い等を停止したとき、もしくは手形交換取引所の取引停止処

分があったとき 

（２）仮差押、仮処分、強制執行、競売の申立、公租公課滞納処分などを受け、又は民事

再生、破産、会社更生などの申立があったとき 

（３）営業の廃止、解散の決議をし、または官公庁から業務停止その他業務継続不能の処

分を受けたとき 

（４）その他債権保全のため必要と認められるとき 

（５）前各号に定める各事項に準ずる事項が発生したとき 

２．当社が本約款または電力需給契約の一つにでも違反し、電力需要者が２０日の期限を

定めて催告したにもかかわらず、当社が当該催告事項について是正措置を取らないと
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きは、電力需要者は当社への通知により電力需給契約を解除できるものとする。 

 

（電力需要者の義務違反等による当社の契約解除権） 

１．当社は、電力需要者が次の各号の一つにでも該当したときは、催告を要せず通知によ

り電力需給契約を解除することができるものとする。 

（１）電力需要者が社会通念上相当な期間を超えて債務の支払いを行わない場合 

（２）取引に伴う代金の支払い等を停止したとき、もしくは手形交換取引所の取引停止処

分があったとき 

（３）仮差押、仮処分、強制執行、競売の申立、公租公課滞納処分などを受け、又は民事

再生、破産、会社更生などの申立があったとき 

（４）営業の廃止、解散の決議をし、または官公庁から業務停止その他業務継続不能の処

分を受けたとき 

（５）その他債権保全のため必要と認められるとき 

（６）前各号に定める各事項に準ずる事項が発生したとき 

２．前項の規定による契約の解除に伴う必要な費用は電力需要者の負担とする。また、こ

れにより電力需要者が受けた損害について、当社は賠償の責めを負わないものとす

る。 

３．本条の規定に基づき、当社が契約を解除した場合、以下の算定式により算出される金

額及び当社が電力需給契約の履行及び解約の為に要した設備費用及び工事費用等の実

費の合計額を違約金として、当社に支払わなければならない。なお、支払いに不足が

生じた場合は、当社は、電力需要者に対して、差し押さえ処理ができるものとする。 

〔契約電力×１月当たりの基本料金×契約期間の残余期間〕＋〔供給開始日より解約通知日

までの１日当たり平均電力使用量×従量料金の夏季料金×契約期間の残余日数〕 

 

 

 

第８章反社会的勢力との関係の遮断 

 

第３２条（反社会的勢力との関係の遮断） 

１. 当社及び電力需要者は、相手方当事者（役職員を含む。）が次の各号のいずれかの事

由に該当することが判明した場合には、当社及び電力需要者は相手方当事者に対し、

相当な期間を定めて是正を催告の上、同期間内に是正されない場合は電力需給契約を

解除することができる。 

なお、本項において、（１）に掲げる者を「反社会勢力等」という。 

（１） 次に掲げるいずれかの者に該当することが判明した場合 

① 集団的又は常習的に違法行為又は暴力的行為等を行うことを助長する虜のある団体に
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属している者 

② ①に定める団体又は①に定める団体の構成員の影響下にある者と知りつつ 

継続的に取引のある者 

③ 「無差別大量殺人行為を行った団代の規制に関する法律」（平成１１年法律第１４   

７号）に基づき処分を受けた団体に属している者またはこれらの者と知りつつ継続的 

に取引のある者 

④ 「組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律」（平成１１年法律第１３ 

６号）に定める犯罪収益など隠蔽及び犯罪収益等収受を行い、または行っている疑い 

のある者、もしくはこれらの者と知りつつ継続的に取引のある者 

（２）次に掲げるいずれかの行為を行った場合 

① 詐術、暴力的行為、または脅迫的言辞を用いたとき 

② 自身が「反社会的勢力等」である旨を伝え、または自身の関係者が「反社会的勢力 

等」である旨を伝えたとき 

③ 自ら又は第三者を利用して、相手方当事者の名誉や信用等を毀損し、または毀損する

おそれのある行為を行ったとき 

④ 自らまたは第三者を利用して、相手方当事者の業務を妨害したとき、または、妨害す 

るおそれのある行為をする等の違法・不当な行為をおこなったとき 

（３）本契約の利益や効果の全部または一部が直接的か間接的かを問わず「反社会的勢力 

等」に帰属していると判明したとき 

２. 当社及び電力需要者は、前項の規定に基づき電力需給契約を解除する場合には、相手

方当事者に対して一切の損害賠償責任を負わない。 

 

 

 

第９章協議事項 

 

第３３条（協議事項等） 

本約款条項または本約款条項に定めのない事項について疑義が生じたときは、関係法令、

ならびに本約款に基づくほか、当社及び電力需要者が信義誠実の原則に従い誠実に協議し

て定めるものとする。 

 

第３４条（管轄裁判所） 

本契約に関して生ずる一切の法的紛争の解決は、東京地方裁判所または東京簡易裁判所を

専属的合意管轄裁判所とする。 
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第１０章第約款の改定 

 

第３５条（約款の改定） 

当社は、経済情勢の変動など、諸般の事情を総合的に考慮して、この約款を改定すること

ができる。 

 

第３６条（約款が改定された場合の取り扱い） 

前条の規定に従い、当社が、この約款を改定実施した場合、当社及び電力需要者との間に

は、新たな約款の規定が、施行日より適用されるものとする。 

※この電力需給約款は平成29年1月1日より施行するものとする。 
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附則 

再生可能エネルギー発電促進賦課金 

１．料金は、約款第１０条の規定にかかわらず、各項の規定によって料金として算定され

た金額に、旧一般電気事業者と同一の方法により算出された再生可能エネルギー発電

促進賦課金を加えたものとする。 

２．再生可能エネルギー発電促進賦課金単価は，再生可能エネルギー特別措置法第１６条

第２項に定める納付金単価に相当する金額とする。 

３．再生可能エネルギー発電促進賦課金単価は、再生可能エネルギー特別措置法その他の

関係法令等に定めるところに従い、原則として、平成２４年７月１日以降に使用され

る電気に適用するものとし、当該電気以外の電気には適用しないものとする。 

４．再生可能エネルギー発電促進賦課金単価、適用期間、算定及び特別措置等について

は、旧一般電気事業者に準じるものとし、また、新たに設定、改定または廃止になっ

た場合についても同様とする。 
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・改訂履歴 

Ver1.00:平成 29 年 1 月 1 日より施行 

 


